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 契約書作成の要否 要
 当該業務に直接関連する他の設計業務の委
託契約を当該業務の委託契約の相手方との随
意契約により締結する予定の有無 有（今治
港湾合同庁舎設計その２業務（設計意図伝達
業務））
 関連情報を入手するための照会窓口上記５
に同じ。
 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受
けていない単体企業又は設計共同体としての
資格の認定を受けていない者（一般競争（指
名競争）参加資格の認定を受けていない単体
企業を構成員とする場合を含む。）も参加表明
書を提出することができるが、その者が技術
提案書の提出者として選定された場合であっ
ても、技術提案書を提出するためには、技術
提案書の提出時において、平成31・32年度の
当該資格の認定を受けていなければならな
い。
 詳細は説明書による。
7 Summary
 Classification of the services to be pro‑
cured : 42
 Subject matter of the contract : Design
works for Imabari Government Building

for Port Office
 Time‑limit to express interests : 5 :00 p.m.

22 August 2019
 Time‑limit for the submission of propos‑

als : 5 : 00 p.m. 24 October 2019
 Contact point for documentation relating

to the proposal : Shikoku Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism 3―33
Sunport Takamatsu‑City, Kagawa‑Prfe‑

fecture, 760―8554 Japan Tel 087―851―
8061 Fax 087―811―8403

競争参加者の資格に関する公示
令和元２年度 今治港湾合同庁舎設計業務に
係る設計共同体としての競争参加者の資格（以下
「設計共同体としての資格」という。）を得ようと
する者の申請方法等について、次のとおり公示し
ます。
令和元年７月 29 日

四国地方整備局長 小林 稔

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 37
１ 業務概要
 業務名 令和元２年度 今治港湾合同庁
舎設計業務
 業務内容 今治港湾合同庁舎の新築設計
（基本設計、実施設計、数量積算）等を行う。
 履行期間 契約締結日の翌日から令和３年
２月26日まで

２ 申請の時期
令和元年７月29日から令和元年８月22日まで
（土曜日、日曜日及び祝日を除く）。
なお、令和元年８月23日以降当該業務に係る
技術提案書の提出の時まで（土曜日、日曜日及
び祝日を除く。）においても、随時、申請を受け
付けるが、当該提出の時までに審査が終了せず、
技術提案書を提出できないことがある。
３ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（建設コンサルタント業務等）」（以下「申
請書」という。）は、四国地方整備局のホー
ムページにおいて様式を入手すること。
このＵＲＬは次のとおりである。
http://www.skr.mlit.go.jp/menu/nyusatu.

html

 申請書の提出方法 申請者は、申請書に「令
和元２年度今治港湾合同庁舎設計業務 設
計共同体協定書」（４の条件を満たすものに
限る。以下「当該協定書」という。）の写しを
添付し、持参又は郵送（書留郵便に限る。）に
より次の場所に提出すること。
〒7608554 香川県高松市サンポート３
33 四国地方整備局総務部契約課調査係 電
話0878518061
 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

４ 設計共同体としての資格及びその審査
次に掲げる条件を満たさない設計共同体につ
いては、設計共同体としての資格がないと認定
する。それ以外の設計共同体については、「競争
参加者の資格に関する公示」（平成30年10月１日
付け国土交通省大臣官房地方課長、国土交通省
大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「平成30年
10月１日付け公示」という。）６（測量・建設コ

ンサルタント等業務）のからまでに掲げる
項目について総合点数を付与して設計共同体と
しての資格があると認定する。
 組合せ 構成員の組合せは、次の条件に該
当する者の組合せとするものとする。
１）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
２）四国地方整備局（港湾空港関係を除く）
における平成31・32年度一般競争（指名競
争）参加資格のうち建築関係建設コンサル
タント業務の認定を受けている者であるこ
と。
３）四国地方整備局長から地方支分部局所掌
の建設コンサルタント業務等に関して指名
停止等を受けている者でないこと。
４）平成30年10月１日付け公示５（測量・建
設コンサルタント等業務）の１から５まで
に該当しない者であること。
５）警察当局から暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国
土交通省公共事業等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

 業務形態
１）構成員の分担業務が、業務の内容により、
当該協定書において明らかであること。
２）一の分担業務を複数の企業が共同して実
施することがないことが、当該協定書にお
いて明らかであること。

 代表者要件 構成員において決定された代
表者が、当該協定書において明らかであるこ
と。
 設計共同体の協定書 当該協定書が、「建設
コンサルタント業務等における共同設計方式
の取扱いについて」（平成10年12月10日付け
建設省厚契発第54号、建設省技調発236号、
建設省営建発第65号）の別紙１に示された「〇
〇設計共同体協定書」によるものであること。
なお、この「〇〇設計共同体協定書」は、
四国地方整備局のホームページにおいて、３
と同じ方法により様式を入手することがで
きる。

５ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む設計共同体の取扱い
４２）の認定を受けていない者を構成員に
含む設計共同体も２及び３により申請すること
ができる。この場合において、設計共同体とし
ての資格が認定されるためには、４２）の認
定を受けていない構成員が、４２）の認定を
受けることが必要である。また、この場合にお
いて、４２）の認定を受けていない構成員が、
当該業務に係る技術提案書の提出の時までに４
２）の認定を受けていないときは、設計共同
体としての資格がないと認定する。
６ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書」により通知する。

７ 資格の有効期間
６の設計共同体としての資格の有効期間は、
設計共同体としての資格の認定の日から当該業
務が完了する日までとする。ただし、当該業務
に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該
業務に係る契約が締結される日までとする。
８ その他
 設計共同体の名称は、「令和元２年度今治
港湾合同庁舎設計業務●●・設計共同
体」とする。
 当該業務に係る特定手続きに参加するため
には、技術提案書の提出の時において、設計
共同体として資格の認定を受け、かつ、当該
業務の技術提案書の提出者として選定されて
いなければならない。

競争参加者の資格に関する公示
思川開発送水路工事に係る特定建設工事共同企
業体としての競争参加者の資格（以下「特定建設
工事共同企業体としての資格」という。）を得よう
とする者の申請方法等について、次のとおり公示
します。
令和元年７月 29 日

独立行政法人水資源機構
理事長 金尾 健司

◎調達機関番号 563 ◎所在地番号 11
１ 工事名 思川開発送水路工事
２ 工事場所 栃木県鹿沼市上南摩町地内
３ 工事内容
・送水路工 １式
・サージタンク工 １式
４ 工期 契約締結の翌日から令和７年３月31日
まで


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